
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 2１年度決算に係る財務諸表の分析等 
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Ⅰ．普通会計財務諸表 

 １．普通会計財務諸表の作成基準等 

  （１）作成基準 

     基   準 ・・・ 総務省方式改訂モデル 

                貸借対照表（B／S）、行政コスト計算書（P／L）、 

純資産変動計算書（NWM）、資金収支計算書（C／F） 

     対 象 会 計 ・・・ 普通会計（一般会計＋鷹巣診療所特別会計） 

     基 準 日 ・・・ 平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日 

                ※貸借対照表は平成２２年３月３１日時点 

     基本データ ・・・ 昭和４４年以降の「地方財政状況調査」及び昭和４３年以前取得土地のう

ち主に公有建物が存する土地 

 

  （２）財務諸表の相関関係 

    

うち

③③③③

－

＋

±

＝

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】

①①①① ②②②②

経常行政コスト
資産 負債

－

純経常行政コスト

【資金収支計算書】

経常収益

＝

純資産

【純資産変動計算書】

歳計現金

＋

収　入 期首純資産残高
－

支　出

当該年度資金増減額
＝

一般財源、補助金受入等

純経常行政コスト

期首資金残高
科目振替等＝

期末資金残高

期末純資産残高

 

     上記の図に示すように、4つの財務諸表は、それぞれに一定の整合性のもと成り立つ相関関係に

あります。 

     ① 貸借対照表のうち「歳計現金」（※連結財務諸表では「歳計現金」が「資金」となります。）

の額は、資金収支計算書の「期末資金残高」の額と一致します。 

     ② 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額であり、純資産計算書の「期末純資産

残高」の額と一致します。 

     ③ 行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の金額は、費用と収益の差額（純資産の変動要因

の一つ）であり、純資産変動計算書の「純経常行政コスト」の額と一致します。 
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Ⅱ．普通会計財務諸表の概要 

１．貸借対照表 

    貸借対照表は、地方公共団体がどれほどの資産を有するかと、その資産がどのような財源で賄われ

ているかを示す書類です。 

資産とは、将来にわたり市の行政サービスを提供するための資源で主に土地・建物・基金などの現

在価値を示しており、負債とは、将来にわたる負担で、主に借入金や退職手当などとなります。純資

産とは、資産形成に充てられた市税などの一般財源や国庫支出金・県支出金などの財源で、既に現世

代が負担した税等で賄われたものです。 

１．公共資産 105,039,277 １．固定負債 35,401,969
　(1)有形固定資産 104,761,128 　(1)地方債 30,456,309
　(2)売却可能資産 278,149 　(2)長期未払金 18,433

　(3)退職手当引当金 4,927,227
２．投資等 5,739,417 　(4)その他 0
　(1)投資及び出資金 1,556,455
　(2)貸付金 7,841 ２．流動負債 3,622,956
　(3)基金等 3,656,461 　(1)翌年度償還予定地方債 3,376,207
　(4)長期延滞債権 532,519 　(2)短期借入金 0
　(5)回収不能見込額 △ 13,859 　(3)未払金 6,326

　(4)翌年度支払予定退職手当 0
　(5)賞与引当金 240,423

３．流動資産 3,038,342
　(1)現金預金 2,872,003 負債合計 39,024,925
　　①歳計現金 918,496
　　②財政調整基金等 1,953,507 １．公共資産等整備国県補助金 19,379,389
　(2)未収金 166,339 ２．公共資産等整備一般財源 66,161,849
　　①地方税・その他 166,932 ３．その他一般財源 △ 10,837,520
　　②回収不能見込額 △ 593 ４．資産評価差額 88,393

純資産合計 74,792,111
資産合計 113,817,036 負債・純資産合計 113,817,036

純資産の部

（単位：千円）

平成21年度宍粟市普通会計貸借対照表

資産の部 負債の部

    【売却可能資産】  普通財産（土地）を時価評価額にて計上 

    【長期延滞債権】  1年を超える滞納債権（税、使用料、分担金など） 

    【回収不能見込額】 過去 3ヶ年の不能欠損率により算定 

    【未収金】     1年以内の滞納債権（税、使用料、分担金など） 

    【地方債】     翌年度償還予定元金を除く地方債現在高（翌年度支払予定元金は流動負債） 

    【退職手当引当金】 年度末において全職員が普通退職した場合の退職手当の総額（翌年度支払予

定退職手当は退手組合へ加入しているため計上しない。） 

    【賞与引当金】   翌年度 6月支払予定賞与のうち当該年度（12月～3月分）分の賞与 

 

     

 

 

 

 

 普通会計の資産は 1,138億円で、約 92％が土地や建物などの公共資産 1,050億円となってい

ます。資産形成に要した財源を見てみると、借入金などの将来負担となる負債残高が 390 億円

で、税金や国県補助金などの既に現役世代が負担した純資産残高が 748 億円となっています。

負債と純資産の比率は、負債 34%、純資産 66%となっています。 
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  ２．行政コスト計算書 

    行政コスト計算書は、１年間に実施された資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、そ

のサービスの直接の対価となる使用料・手数料などの収入を示す書類です。この経費と収入の差額が

純粋に税金などで賄うべき経常的な行政コストで、いわゆる「純経常行政コスト」となります。 

 

経常費用　a 20,089,772
人にかかるコスト 4,319,472
　(１)人件費 3,774,320
　(２)退職手当引当金繰入等 304,729
　(３)賞与引当金繰入額 240,423
物にかかるコスト 6,924,365
　(１)物件費 2,644,992
　(２)維持補修費 66,612
　(３)減価償却費 4,212,761
移転支出的なコスト 8,234,670
　(１)社会保障給付 2,315,336
　(２)補助金等 2,555,595
　(３)他会計等への支出額 3,035,642
　(４)他団体への公共資産整備補助金等 328,097
その他のコスト 611,265
　(１)支払利息 564,391
　(２)回収不能計上見込額 46,874
　(３)その他 0

経常収益　b 597,519
使用料・手数料、分担金・負担金等 597,519

純経常行政コスト　a-b 19,492,253

平成21年度宍粟市普通会計行政コスト計算書
（単位：千円）

 

    【退職手当引当金繰入等】  退職手当組合負担金を計上 

    【賞与引当金繰入額】    次年度 6月に支給する当該年度（12月～3月）分の賞与 

    【物件費】         消耗品費、光熱水費、小規模修繕、通信費など 

    【社会保障給付費】     生活保護費、障害福祉サービス費、児童手当など 

    【回収不能計上見込額】   市税等の実際の不能欠損額など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 普通会計の経常費用（行政コスト）は 201 億円です。一方、行政サービスの直接の対価とし

て収入した経常収益は 6 億円であり、市税や国県補助金等で賄うべき純経常行政コストは 195

億円となります。これを市民 1人あたり（年度末住基人口 43,313人で算定）に換算すると、資

産形成を伴わない経常的な行政サービスの提供に 1人あたり 45万円が必要であったことが分か

ります。 
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  ３．純資産変動計算書 

     純資産変動計算書は、貸借対照表の資産が１年間にどのように増減したのかを示す書類です。貸

借対照表では、期末の普通会計の純資産情報しか提供できないのに対し、純資産変動計算書ではそ

の変動の内容を見ることができます。 

     純資産の増減は、1年間の行政活動において将来への負担の増減を示すものであり、増加は将来

世代に引継ぐ財産が増えたか将来負担が減ったことを表し、減少は財産が減ったか将来負担が増え

たことを表します。 

 

         

（単位：千円）

74,790,665
純経常行政コスト △ 19,492,253
一般財源 15,680,173
補助金等受入 4,408,749
臨時損益 △ 602,597
資産評価替 7,374

74,792,111　　期末純資産残高

平成21年度宍粟市普通会計純資産変動計算書

　　期首純資産残高

 

 

    【純経常行政コスト】   行政コスト計算書における純経常行政コスト 

    【一般財源】       市税や地方交付税など 

    【補助金等受入】     国県支出金 

    【臨時損益】       公共資産除売却損益や災害復旧事業費など 

                     平成 21年度は 8月の豪雨災害の影響で大きな臨時損失を計上 

しています。 

    【資産評価替】      毎年度時価評価が必要な売却可能資産や有価証券などの資産の 

                 年度間における評価差額 

    【期末純資産残高】    当該年度の貸借対照表の純資産と一致 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 普通会計の純資産は、前年度とほぼ同額の 748億円となります。21年 8月の豪雨災害の影響

で大きな臨時損失が発生しています。 
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  ４．資金収支計算書 

     資金収支計算書は、1年間の資金の収支を表すものです。官庁会計の収支決算書が示す内容と類

似する書類ですが、官庁会計収支決算書と大きく異なる点としては、収支を性質別に「経常的収支」、

「公共資産整備収支」、「投資財務的収支」の３区分で表していることなどがあげられます。 

（単位：千円）

経常的収支の部 5,646,376
人件費 △ 4,275,393
物件費 △ 2,644,992
社会保障給付費 △ 2,315,336
補助金等 △ 2,560,768
支払利息 △ 564,391
他会計への事務費等繰出支出 △ 2,180,865
その他支出 △ 657,872
地方税 4,833,100
地方交付税 9,502,443
国県補助金等 3,446,075
地方債発行額 1,056,873
基金取崩額 246,599
その他収入 1,760,903

公共資産整備収支の部 △ 926,857
公共資産整備支出 △ 4,399,502
公共資産整備補助金等支出 △ 328,097
他会計への建設費繰出支出 △ 131,746
国県補助金等 913,459
地方債発行額 2,741,900
基金取崩額 247,822
その他収入 29,307

投資・財務的収支の部 △ 4,314,963
投資及び出資金 △ 6,000
貸付金 △ 300,000
基金積立額 △ 335,288
定額運用基金への繰出支出 △ 451
他会計等への公債費繰出支出 △ 723,031
地方債償還額 △ 3,444,506
国県補助金等 49,215
貸付金回収額 308,552
公共資産等売却収入 64,073
その他収入 72,473

当年度歳計現金増減額 404,556
期首歳計現金残高 513,940
期末歳計現金残高 918,496

平成21年度宍粟市普通会計資金収支計算書

 

 

 

 

 

 

 

 

 普通会計の歳計現金は、期末残高が約 9.2億円で前年度から 4億円増加しています。区分ごと

では、経常的収支の部が 56.5億円の黒字、公共資産整備収支の部が 9.3億円の赤字、投資財務

的収支の部が 43.1億円の赤字となっています。 

 経常的収支の部の黒字が小さくなると、税等の使途が特定された状況（財政の硬直化）を意

味し、弾力的な財政運営を阻害する要因となります。 
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Ⅲ．普通会計財務諸表の分析 

１．前年度比較による分析 

   ◇貸借対照表 

    

（単位：百万円）

項目 H20 H21 増減 説明
１　公共資産 105,025 105,039 14
２　投資等 5,949 5,739 △ 210 公共施設等整備基金の取崩し

３　流動資産 2,553 3,038 485 財政調整基金への積み立て、決算剰余金

資産合計 113,527 113,817 290
１　固定負債 34,956 35,402 446 合併後の基盤整備による地方債残高の増

２　流動負債 3,780 3,623 △ 157 翌年度償還予定地方債の減

負債合計 38,736 39,025 289
純資産合計 74,791 74,792 1

負債及び純資産合計 113,527 113,817 290  

     

 

 

 

 

 

 

   ◇貸借対照表（目的別による比較） 

（単位：百万円）

構成比 構成比

生活インフラ・国土保全 31,212 29.7% 31,281 29.8% 69
減価償却 　△760
道路改良等 　829

教育 28,079 26.7% 27,990 26.6% △ 89
減価償却 　△613
耐震事業等　 524

福祉 2,244 2.1% 2,344 2.2% 100
減価償却 　△116
資産見直し　 216

環境衛生 11,754 11.2% 11,588 11.0% △ 166
減価償却 　△756
火葬場建設等 590

産業振興 20,123 19.2% 19,584 18.6% △ 539
減価償却  △1396
林業再生等   857

消防 1,473 1.4% 1,281 1.2% △ 192
減価償却　 △223
車両購入等　　29

総務 9,487 9.0% 10,693 10.2% 1,206
減価償却　 △350
情報化等　 1,556

売却可能資産 653 0.6% 278 0.3% △ 375 対象資産の見直し

公共資産合計 105,025 100.0% 105,039 100.0% 14

主な増減理由行政目的 H20 H21 増減

 

 

 

 

 

 

 資産は、流動資産（現金預金）の増加の影響で 2.9億円増加しています。一方、その財源とな

る負債と純資産は、負債が 2.9億円増加し、純資産はほぼ前年度と同額となります。 

1年間の行政活動で、将来負担である負債のみ増加していますが、これは、国から交付される

地方交付税の一部が、臨時財政対策債として地方債に振り返られたことが主な要因として考え

られます。 

  

目的別の公共資産の増減は、情報基盤整備の区分となる総務費が 12.1億円と大幅に増加し、

総務費以外の目的については、資産形成は行っているものの、減価償却の影響もあり大きな増

減はありません。 

公共資産総額では、前年度比で 1,400万円増加しています。 
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   ◇行政コスト計算書（性質別による比較） 

    

（単位：百万円）

構成比 構成比

経常行政コスト 19,234 100.0% 20,090 100.0% 856

 １ 人にかかるコスト 4,426 23.0% 4,320 21.5% △ 106 職員数の削減による減

 ２ 物にかかるコスト 6,423 33.4% 6,924 34.5% 501
災害救助、教育用コン
ピュータ等による増

 ３ 移転支出的なコスト 7,781 40.5% 8,235 41.0% 454
災害救助、生活応援券、病院
繰出金等による増

 ４ その他のコスト 604 3.1% 611 3.0% 7
回収不能見込み額の
増加

経常収益 691 100.0% 598 100.0% △ 93

純経常行政コスト 18,543 19,492 949

受益者負担比率 3.6% 3.0% △0.6%

増減理由H20総額 H21総額 増減

 

   ◇行政コスト計算書（目的別による比較） 

    

（単位：百万円）

構成比 構成比

純経常行政コスト 18,543 100.0% 19,492 100.0% 949

 １ 生活インフラ・
　　国土保全

2,012 10.9% 2,053 10.5% 41 下水道繰出金の増

 ２ 教育 2,409 13.0% 2,556 13.1% 147 人件費の増

 ３ 福祉 4,338 23.4% 4,721 24.2% 383 災害救助費の増

 ４ 環境衛生 2,743 14.8% 3,032 15.6% 289
病院繰出金、事務組合
負担金の増

 ５ 産業振興 2,884 15.6% 3,049 15.6% 165
農集排繰出金、生活応
援券の増

 ６ 消防 1,143 6.2% 1,040 5.3% △ 103
人件費、消火栓設置繰
出金の減

 ７ 総務 2,288 12.3% 2,357 12.1% 69
臨時職員賃金、システ
ム更新委託料等の増

 ８ 議会 216 1.2% 181 0.9% △ 35 議員定数の削減

 ９ 支払利息 568 3.1% 551 2.8% △ 17

 １０ 回収不能見込
　　　計上額

29 0.2% 47 0.2% 18

 １１ その他行政コスト 0 0.0% 6 0.0% 6

 １２ 一般財源振替額 △ 87 △0.5% △ 101 △0.5% △ 14

増減理由H20総額 H21総額 増減

 

 

 

 

 

 

 

 

純経常行政コストは、前年度比で 9.5億円増加しました。主な要因としては、職員数の削減に

より人件費が 1.1億円の減となったものの、災害の発生による災害救助費経費の増加や事務組合

や特別会計への負担、経済対策施策支出の負担が大きく増加したためです。 

目的別にみると、災害救助費や国の経済対策などの臨時的な支出によりほぼ全ての目的にお

いて行政コストが増加しました。 



 

 8

２．財務比率による分析 

   ◇住民 1 人あたりの財務諸表 

    貸借対照表 

『Ｈ２２．３．３１現在住基人口＝43,313人』 （単位：千円）

金額 金額
公共資産 2,425 固定負債 817
　うち売却可能資産 6 　うち地方債 703
投資等 133 流動負債 84
　うち基金等 84 　うち翌年度償還予定地方債 78
流動資産 70 負債合計 901
　うち現金預金 66 金額

純資産合計 1,727
資産合計 2,628 負債・純資産合計 2,628

純資産の部

資産の部 負債の部

平成21年度宍粟市普通会計貸借対照表（住民１人あたり）

借方 貸方

《参考》他団体比較（住民１人あたり） （単位：千円）
宍粟市 相生市 赤穂市 加西市 篠山市 たつの市

公共資産 2,425 1,987 1,915 1,238 2,627 1,446
地方債 703 437 432 303 887 436
純資産 1,727 1,556 1,420 845 1,791 1,061
地方債÷公共資産 29% 22% 23% 24% 34% 30%
注）他団体数値は、公表数値（H20決算ベース）をもとに宍粟市において算出しています。  

 

 

 

    行政コスト計算書 

    

『Ｈ２２．３．３１現在住基人口＝43,313人』 （単位：千円）

構成比 構成比

経常行政コスト 444 100.0% 464 100.0% 20
 １ 人にかかるコスト 102 22.0% 100 21.6% △ 2
 ２ 物にかかるコスト 148 31.9% 160 34.5% 12
 ３ 移転支出的なコスト 180 38.8% 190 40.9% 10
 ４ その他のコスト 14 3.0% 14 3.0% 0
経常収益 16 114.3% 14 100.0% △ 2
純経常行政コスト 428 450 22
受益者負担比率 3.6% 3.0% △0.6%

平成21年度宍粟市普通会計行政コスト計算書（住民１人あたり）

H20総額 H21総額 増減

 

    

《参考》他団体比較（住民１人あたり） （単位：千円）
宍粟市 相生市 赤穂市 加西市 篠山市 たつの市

経常行政コスト 464 341 312 311 405 336

人にかかるコスト 100 86 89 67 84 83
物にかかるコスト 160 99 102 92 153 83
移転支出的なコスト 190 146 111 144 148 162
注）他団体数値は、公表数値（H20決算ベース）をもとに宍粟市において算出しています。  

 

 

 

 面積が広く人口密度が低いため、1人あたりの資産形成規模は大きくなる傾向にあります。

公共資産規模に対する地方債残高は、他団体と比較しても平均的な範囲にあります。 

 合併後の整理統合などにより経費削減に努めていますが、H21 は災害救助などの影響で行

政コストが増加しました。他団体と比較した場合では、依然高い傾向にありますので、今後も

更なる事務事業の見直しが必要です。 
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   ◇世代間負担比率による分析 

     ・世代間負担比率とは・・・【純資産（地方債）合計÷公共資産合計】 

社会資本形成の財源が「純資産によるのか」、「地方債によるのか」を表すことで、その依存割合から世

代間負担の公平性を測ることができます。 

    

（単位：百万円）

Ｈ２０ Ｈ２１ 増減

純資産残高 ① 74,791 74,792 1

地方債残高（翌年度償還予定地方債を含む。） ② 33,478 33,833 355

公共資産残高 Ａ 105,025 105,039 14

71.2% 71.2% 0.0%

31.9% 32.2% 0.3%将来の世代負担　②/Ａ

これまでの世代負担　①/Ａ

 

    

《参考》他団体比較

宍粟市 相生市 赤穂市 加西市 篠山市 たつの市

これまでの
世代による負担

71.2% 78.3% 74.1% 68.3% 68.2% 73.3%

将来の
世代による負担

32.2% 24.2% 25.2% 27.7% 37.6% 33.4%

注）他団体数値は、公表数値（H20決算ベース）をもとに宍粟市において算出しています。
 

 

 

 

 

   ◇資産形成規模（歳入額対資産比率） 

     ・資産形成規模とは・・・【公共資産合計÷歳入総額※】 

                             ※「歳入総額」は資金収支計算書の各部の収入合計の総額に期首歳計現金残高を加算して算出 

        これまでその団体が重点を置いてきた施策が、「資本形成」なのか「経常行政サービス」なのかを見るこ

とができます。比率により算出される年数が多いほど資本形成が進んでいることとなりますが、将来の維持

管理経費や更新経費への歳出予測を示す可能性もあります。 

      

（単位：百万円）

Ｈ２０ Ｈ２１ 増減

公共資産合計 ① 105,025 105,039 14

歳入合計 ② 24,291 25,787 1,496

4.3 4.1 △ 0.3資産形成規模（年）　　①/②
 

    

《参考》他団体比較

宍粟市 相生市 赤穂市 加西市 篠山市 たつの市

資産形成規模 4.1年 5.1年 5.5年 3.3年 5.3年 3.6年

注）他団体数値は、公表数値（H20決算ベース）をもとに宍粟市において算出しています。
 

 

 

 

 

 合併後の資産形成に伴う地方債の発行により、経年比較では将来負担は増加傾向にありま

す。将来負担割合は 32.2%とやや高い数値でありますが、他団体と比較しても過度に地方債に

依存している状況ではないことが分かります。 

 資産形成規模は、単年度の歳入総額の 4.1年分に相当します。合併後の基盤整備のため大型

事業を行ったことで公共資産合計は増加していますが、類似団体と比較すると概ね適正な資産

形成規模であることが分かります。 
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   ◇資産老朽化比率 

     ・資産老朽化比率とは・・・【減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）】 

       有形固定資産のうち、土地以外の償却資産取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算することで、

耐用年数に比べて取得からどの程度経過しているのかを把握することができます。 

（単位：百万円）

減価償却
累計額

比率
減価償却
累計額

比率

生活インフラ・国土保全 12,549 34.7% 12,549 34.7%

教育 11,356 37.0% 11,356 37.2%

福祉 2,258 56.1% 2,258 56.9%

環境衛生 9,276 45.7% 9,276 46.1%

産業振興 34,357 66.1% 34,357 66.8%

消防 3,391 81.1% 3,391 85.0%

総務 3,316 28.9% 3,316 26.4%

合計 76,503 48.2% 76,502 48.2%

Ｈ２０ Ｈ２１

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 産業振興や消防の比率が高くなっており、更新時期が近づいている施設がある可能性がありま

す。一方、総務では、情報基盤整備により新規資産が増加したことで２０年度と比較し比率が低くなっ

ています。 
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Ⅳ．連結財務諸表 

 １．連結財務諸表の作成基準等 

  （１）作成基準 

     基   準 ・・・ 総務省方式改訂モデル 

     基 準 日 ・・・ 平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日 

                ※貸借対照表は平成２２年３月３１日時点 

     基本データ ・・・ 昭和４４年以降の「地方財政状況調査」及び昭和４３年以前取得の公共施

設が存する土地（普通会計のみ）、同「地方公営企業決算状況調査」、各会

計及び連結対象団体決算数値など 

 

  （２）連結判定基準 

     公営企業会計    地方公共団体に属する会計（全部連結） 

     特別会計      地方公共団体に属する会計（全部連結） 

     一部事務組合    加入する全ての一部事務組合（比例連結） 

※ 兵庫県市町村職員退職手当組合については、貸借対照表に退職手当積立金、若

しくは退職手当引当金を計上しており、実質的に連結したのと同様になっている

と考えられることから連結したものとみなし、別途個別の連結は行いません。 

  また、兵庫県町議会議員公務災害補償組合、兵庫県市町交通災害共済組合は、

負担割合が僅少であるため、連結対象から除外しています。 

     第三セクター等   出資比率が５０％以上の法人等（全部連結） 

                ※ ２５％以上５０％未満の法人等は、業務運営に実質的主導的な立場を確保して

いる場合を連結対象とします。（例：役員の過半数以上が市職員など） 

   －連結対象団体－ 

会計・法人名等
会計数・
法人数等

普通会計 一般、鷹巣診療所 2
公営企業会計 水道、病院、農業共済 3

特別会計
国民健康保険、国民健康保険診療所、老人保健、後期高齢者
医療、介護保険、簡易水道、下水道、農業集落排水施設 8

一部事務組合
宍粟環境事務組合、にしはりま環境事務組合、三土中学校事務
組合、後期高齢者広域連合 4

第三セクター等

(財)しそう森林王国協会、(財)山崎文化振興財団、山崎町特産セ
ンター（有）、(有)生谷温泉伊沢の里、(財)宍粟北みどり農林公
社、播磨いちのみや（株）、(株)波賀メイプル公社、(株)フォレスト
ステーション波賀

8

区分

地
方
公
共
団
体

関
係
団
体

 

 

  （３）その他 

連結対象団体内において、繰出金や貸付金及び出資金などの資金の移動がある場合は、相殺消

去による調整を行っています。また、連結対象団体内で出納整理期間内の資金移動などがある場

合は、未収未払の修正を行っています。 

なお、連結により得られる情報は、市が関係する団体等全体の状況を一つの行政主体として把

握するためのものであり、すべての資産及び負債等が市に帰属するものではありません。 
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 ２．連結財務諸表の分析 

  （１）普通会計貸借対照表と連結貸借対照表の比較 

    普通会計と連結全体の貸借対照表を比較することで、普通会計以外の社会資本形成を伴う行政サー

ビスの規模などを分析することができます。 

    

（単位：百万円）
連単倍率

金額 構成比 金額 構成比 （倍）
公共資産 105,039 92.3% 173,514 93.4% 1.65
投資等 5,740 5.0% 5,639 3.0% 0.98
流動資産 3,038 2.7% 6,563 3.5% 2.16
繰延勘定 － － 71 0.0% －
　　資産合計 113,817 100.0% 185,787 100.0% 1.63
地方債 30,456 26.8% 69,205 37.2% 2.27
翌年度償還予定地方債 3,376 3.0% 5,932 3.2% 1.76
退職手当引当金 4,927 4.3% 6,742 3.6% 1.37
その他の負債 266 0.2% 2,972 1.6% 11.17
　　負債合計 39,025 34.3% 84,851 45.7% 2.17
純資産 74,792 65.7% 100,936 54.3% 1.35
　　負債・純資産合計 113,817 100.0% 185,787 100.0% 1.63

連結普通会計

 
 

 

 

 

 

 

    

  （２）普通会計行政コスト計算書と連結行政コスト計算書の比較 

    普通会計と連結全体の行政コスト計算書を比較することで、普通会計以外の行政サービスの規模な

どを分析することができます。 

 

（単位：百万円）
連単倍率

金額 構成比 金額 構成比 （倍）
経常行政コスト 20,090 100.0% 38,325 100.0% 1.91
　（１）人にかかるコスト 4,320 21.5% 7,458 19.5% 1.73
　（２）物にかかるコスト 6,924 34.5% 12,052 31.4% 1.74
　（３）移転支出的なコスト 8,235 41.0% 16,429 42.9% 2.00
　（４）その他のコスト 611 3.0% 2,386 6.2% 3.91
経常収益 598 100.0% 13,939 100.0% 23.31
純経常行政コスト 19,492 24,386 1.25

連結普通会計

 

公共資産と地方債を比較した場合、公共資産（1.65）に対し地方債（2.27）が大きく、普通会計

に比べ将来負担が大きいことが分かります。主な要因としては、下水道事業等の急速な整備に

よる地方債残高が影響しているものと考えられます。また、流動資産では、公共資産規模（1.65）

に対し、流動資産（2.16）と現金や未収金を大きく保有していることが分かりますが、これは水

道会計と病院会計が保有する運営資金によるものです。 

 独立採算制を原則とする特別会計等は、行政サービスの対価として使用料や保険料などを徴

収しているため経常収益が大きくなります。その他の行政コストが大きくなっている要因とし

ては、下水道等の地方債の支払利息等の影響が大きくなっていると考えられます。 


